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内　　　　　　　　　　　　容

固 定 資 産 対

長 期 資 本 比 率

酸 性 試 験 比 率

（ 当 座 比 率 ）

0.8

105.9

100.3

減 価 償 却 率 （％） ×１００ 4.3

営業収益－受託工事収益

当期貯蔵品消費額

6.1

（期首貯蔵品＋期末貯蔵品）÷２

3.4

4.2

7.6

×１００

1.1

営業収益－受託工事収益
1.1流 動 資 産 回 転 率 （回） 1.1

（期首流動資産＋期末流動資産）÷２

21.5

74.2

令和６年度
法適用企業

平均

90.187.9

令和
７年度

 【構成比率及び財務比率】 

決算審査資料７

分　析　事　項 算　　　　　　式

自 己 資 本 構 成 比 率

28.7

67.4

負債資本合計
固 定 負 債 構 成 比 率 （％）

固 定 負 債
×１００ 21.0

令和
６年度

88.3固 定 資 産 構 成 比 率 （％）
固 定 資 産

×１００
固定資産＋流動資産＋繰延資産

（％） ×１００
資本金+剰余金+評価差額等+繰延収益

負債資本合計
74.2

92.4 92.3

119.1

271.5

205.2

総資本のうち自己資本（資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益）の占める割合を示すもので、この比率が高いほど経営が安定
している。

固定負債＋資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益
（％） ×１００

固 定 資 産

固 定 資 産

現金預金＋（未収金－貸倒引当金）

（％）

228.3 239.7
流動資産のうち現金預金及び未収金などの当座資産と流動負債とを比較するもので、通常１００％以上であれば良いとされてい
る。

257.8 企業の支払能力をみるもので、一般的には２００％以上が望ましく最低限度１００％が必要である。

118.5

250.1

133.6

流 動 比 率 （％） ×１００
流 動 負 債

流 動 資 産

×１００

（％） ×１００

資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益
固 定 比 率

流 動 負 債

 【回転率】 

自 己 資 本 回 転 率 （回）

現 金 比 率 （％） ×１００

0.2

現 金 預 金

流 動 負 債
197.7

0.2

158.5

0.2
（期首自己資本＋期末自己資本）÷２

企業に使用された自己資本の運用効率を測定するもので、この比率が高いほど効果的に使われていることを示す。

固 定 資 産 回 転 率 （回）

営業収益－受託工事収益　

0.1
営業収益－受託工事収益

当年度減価償却額

有形固定資産+無形固定資産-土地-建設仮勘定+当年度減価償却費

0.2

4.3

（期首固定資産＋期末固定資産）÷２

流動資産の利用度を示す。

0.2

4.3

1.0

（％） ×１００

現金預金の回転状況を示すもので、この比率が高いほど現金預金保有高が経営規模に比して小さいことを示す。

貯 蔵 品 回 転 率 （回） ‐ 貯蔵品が１年にどの程度回転したかを示す。

現 金 預 金 回 転 率 （回） ‐

未 収 金 回 転 率 （回）

0.3

101.8

96.2

1.4

この比率が高ければそれだけ未収金の回転速度が良好であることを示す。

109.1

利 子 負 担 率 （％）

　　　支払利息＋企業債取扱諸費　　
×１００

営 業 収 支 比 率
営業収益－受託工事収益

（％）

1.8

7.1

3.4
当期支出額

総 資 本 利 益 率 （％） ×１００

   総  収  益      
総 収 支 比 率

  総  費  用     

当年度経常損益

（期首負債資本合計＋期末負債資本合計）÷２

（期首現金預金額＋期末現金預金額）÷２

（期首未収金＋期末未収金）÷２

 【収益率等】

財　　務　　分　　析　　比　　較　　表

※令和6年度法適用企業平均は、給水人口規模や水源の種類によって分類された類型区分（福島市が属する類型区分）の事業体の平均値を用いている。

営業費用－受託工事費用

建設改良の財源に充てるための企業債・長期借入金＋その他の
企業債・長期借入金＋再建債＋リース債務＋一時借入金

101.4 営業活動の能率効果を示すもので、この比率が高いほど良好であることを示す。

1.3 有利子の負債に対する支払利息の割合であり、外部利子の平均利率を示す。

固定資産の利用度を示すもので、この比率が高いほど設備の利用が効率的に行われていることを示す。

208.5 即時支払能力を意味し、流動比率及び酸性試験比率とともに用いられる指標。

固定資産が自己資本でどの程度まかなわれているかを示し、１００％以下が望ましいが、公営企業においては膨大な設備の調達
を企業債に依存するので必然的に高率となる。

93.7
固定資産の調達が自己資本と固定負債の範囲内で行われているかどうかを示すもので、１００％以下であることが望ましいとさ
れている。

総資産のうち固定資産の占める割合を示すもので公営企業においては高率となる。

総資本（資本＋負債）の中で固定負債の占める割合を示す。

資本によって達成された経営業績の程度を示す。

固定資産に投下された資本の回収状況を示す。

企業の全活動の能率をみるもので、この比率が高ければ経営活動が良好であることを示す。

1.4
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決算審査資料７

財 務 分 析 比 較 表

内 容

固 定 資 産 対

長 期 資 本 比 率

酸 性 試 験 比 率

（ 当 座 比 率 ）

（期首自己資本＋期末自己資本）÷２

（期首固定資産＋期末固定資産）÷２

【 構成比率及び財務比率 】

【 回 転 率 】

【 収 益 率 等 】

営 業 収 支 比 率 （％）
営業収益－受託工事収益

×１００ 15.7 20.3

ｰ

47.4流 動 比 率

固 定 比 率

101.9 101.7 102.4
固定負債＋資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益

68.4 72.6

  　　固 　定 　資 　産      
×１００

2.46

有利子の負債に対する支払利息の割合であり、外部利子の平均利率を示す。
建設改良の財源に充てるための企業債・長期借入金＋その他の企業債・長期
借入金＋再建債＋リース債務＋一時借入金

22.5 営業活動の能率効果を示すもので、この比率が高いほど良好であることを示す。
営業費用－受託工事費用

利 子 負 担 率 （％）
　　　支払利息＋企業債取扱諸費　　　

×１００ 1.9 1.9 ｰ

企業に使用された自己資本の運用効率を測定するもので、この比率が高いほど効果的に使われていることを示す。

ｰ

減 価 償 却 率 （％）
当年度減価償却額

×１００ 3.37 3.27 ｰ

固 定 資 産 回 転 率 （回）
　　　営業収益－受託工事収益　　　　

0.01 0.01 ｰ

固定資産に投下された資本の回収状況を示す。
有形固定資産+無形固定資産-土地-建設仮勘定+当年度減価償却費

0.24 0.26

固定資産の利用度を示すもので、この比率が高いほど設備の利用が効率的に行われていることを示す。

流動資産の利用度を示す。
（期首流動資産＋期末流動資産）÷２

流 動 資 産 回 転 率 （回）
　　　営業収益－受託工事収益　　　　

　流 動 負 債

現 金 比 率 （ ％ ）
現金・預金

×１００ 60.1 64.1 ｰ 即時支払能力を意味し、流動比率及び酸性試験比率とともに用いられる指標。
流 動 負 債

自 己 資 本 回 転 率 （回）
　　　営業収益－受託工事収益　　　　

0.01 0.01

（％）
当期支出額

企業の支払能力をみるもので、一般的には２００％以上が望ましく最低限度１００％が必要である。
流 動 負 債

（ ％ ）
現金・預金＋（未収金－貸倒引当金）

×１００ 65.4 68.4 ｰ 流動資産のうち現金・預金及び未収金などの当座資産と流動負債とを比較するもので、通常１００％以上であれば良いとされている。

（ ％ ）
流 動 資 産

×１００ 65.4 68.4

（ ％ ）
固 定 資 産

×１００ 134.0 141.1 ｰ
固定資産が自己資本でどの程度まかなわれているかを示し、１００％以下が望ましいが、公営企業においては膨大な設備の調達を企業
債に依存するので必然的に高率となる。資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益

固定資産＋流動資産＋繰延資産

固定 負債 構成 比率 （ ％ ）
固 定 負 債

×１００ 22.7 26.5

総資本のうち自己資本（資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益）の占める割合を示すもので、この比率が高いほど経営が安定してい
る。負債資本合計

固定資産の調達が自己資本と繰延収益及び固定負債の範囲内で行われているかどうかを示すもので、１００％以下であることが望まし
いとされている。

ｰ 総資本（資本＋負債）の中で固定負債の占める割合を示す。
負債資本合計

（ ％ ）

分 析 事 項 算 式
令和

７年度
令和

６年度

令和６年度
法適用企業

平均

固定 資産 構成 比率 （ ％ ）
固 定 資 産

×１００ 96.5 96.5 ｰ 総資産のうち固定資産の占める割合を示すもので公営企業においては高率となる。

自己 資本 構成 比率 （ ％ ）
資本金+剰余金+評価差額等+繰延収益

×１００ 72.0

現 金 預 金 回 転 率 現金預金の回転状況を示すもので、この比率が高いほど現金預金保有高が経営規模に比して小さいことを示す。
（期首現金預金額＋期末現金預金額）÷２

総 収 支 比 率 （％）
   総  収  益      

×１００ 100.0 100.0 103.6 企業の全活動の能率をみるもので、この比率が高ければ経営活動が良好であることを示す。
  総  費  用     

未 収 金 回 転 率 （回）
　　　営業収益－受託工事収益　　　　

3.12 3.40 ｰ この比率が高ければそれだけ未収金の回転速度が良好であることを示す。
（期首未収金＋期末未収金）÷２

資本によって達成された経営業績の程度を示す。
（期首負債資本合計＋期末負債資本合計）÷２

総 資 本 利 益 率 （％）
当年度経常損益

×１００ 0.00 0.00 ｰ

2.18 ｰ

（注）令和6年度法適用企業平均は、有収水量密度、供用開始年数によって分類された類型区分（福島市が属する類型区分）の事業体の平均値を用いている。
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